
 

研究開発に関する取組の強化（案） 

 

平成２５年３月７日 

東京電力福島第一原子力発電所 

廃炉対策推進会議 

 

１．中長期ロードマップの見直しに向けた研究開発に関する取組 

 

○ 中長期ロードマップを見直す上で、当面の課題である燃料デブリ取り出し

に係る工程を、どの程度前倒すことができるが重要なポイント。燃料デブ

リ取り出しについては、研究開発の進捗に大きく依存するため、当該研究

開発計画の見直しが重要。 

 

○ したがって、中長期ロードマップの見直しにおいては、律速段階となり得

る要素を十分精査しつつ、研究開発計画の前倒しを含めて検討していく。 

 

２．研究開発の推進のための国の対応 

 

○ 放射性廃棄物の分析・研究や遠隔操作機器・装置等の開発・実証に必要な

研究拠点施設整備を行う。 

 研究拠点施設の整備：平成２４年度補正予算８５０億円 

 

○ これらの研究拠点施設については、廃炉対策推進会議としての基本的な考

え方について確認し、（独）日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）を中心

として関係機関の協力のもとで早急に具体化を図る。 

 

○ また、炉内作業のための遠隔操作機器・装置等の技術開発や、炉内状況把

握・解析手法の確立などの研究開発を推進する。 

 研究開発の推進： 平成２５年度予算案 ８７億円（経済産業省） 

 

○加えて、ＪＡＥＡの施設の活用により上記研究開発を支援するとともに、

中長期的視点での人材確保・育成も視野に入れた廃炉に貢献する基礎基盤

的な研究開発等を着実に推進する。 

 基礎基盤的研究開発等の推進（ＪＡＥＡ運営費交付金）： 

平成２５年度予算案 ６０億円（文部科学省） 
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３．研究開発運営組織の設立 

 

○ 研究開発の運営を長期に亘って効率的に進めるため、一つの専任組織とし

て運営を行い、廃炉加速化に向けた研究開発体制を強化し、国内外の叡智

を結集しつつ、得られた知財権の共有や国内外に対する情報発信等を行う

必要があることから、官民が協力して研究開発運営組織を設立する。 



研究開発に関する取組の強化について 

東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進会議 
 

議長 ：経済産業大臣 

副議長：経済産業副大臣 

委員 ：文部科学副大臣、(独)日本原子力研究開発機構(JAEA)理事長 、 

    東京電力(株)代表執行役社長、(株)東芝代表執行役社長 、 

    (株)日立製作所代表執行役・執行役社長 
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研究開発運営組織 
 

構成員候補：JAEA、(独)産業技術総合研究所、 

      東芝、日立ＧＥ、三菱重工業、 

      東京電力、その他電力会社 
 
＜国内外有識者からの助言＞ 

 －研究開発への技術的助言 

 －国内外の叡知の結集に向けた体制の検討 

   ※６月頃を目途に設立 

ＩＡＥＡレビュー 
ミッション 

福島県原子力発電所の 
廃炉に関する安全監視 

協議会 

●平成24年12月7日、福島県が設置。 
●関係13市町村と学識経験者で構成。 
●中長期ロードマップ等に基づく国及び東

京電力の取組状況を監視。 

●平成25年の春と秋を目途に受入れ予定  
●福島第一原発の安定化・廃炉に向けた

計画・取組状況等に対してのレビュー。 

事務局（＋専門家による技術的助言・検証） 

研究拠点施設 
(JAEA) 

 

放射性物質分析・

研究施設 

 

遠隔操作ロボット

の開発・実証施設 

 

連携・ 
活用 

※これまでの「政府・東京電力中長期対策会議」の構成員に、研究開発に携

わる関係機関の長の参加を得て体制強化 

（
参
考
） 

研究開発計画の提示・報告 

国内外研究機関等との 
共同研究 

●諸外国研究機関、大学等と連携し、福

島第一原発の廃炉に関連する共同研

究を実施。 

施設の考え方の提示・報告 
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